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ると大過の床土の確保が問題になり，その所在によっ

て土の運搬要が高城になってくる。今年は早春に採土

したので乾燥段階で手間どったが，来春用のものはす

でに確保してふるい分け乾燥中である。

5．温度管理，水管理

育苗箱数が多くなるにつれ，前段の温度，後段の水

管理には細心の注意が必要になり，かつ労力も余分に

必要になる。

4．部落ごとの設置

本年の好結果から希望が増大するものと思われるが，

本施設はこれ以上の拡張は望めない。本年は27戸の

農家が利用したが，セン㌧タ．からの距離2Rm以内が

10戸以内であり，101h程度までの間に点在してい

る0将来それぞれの部落ごとに設匠が望ましいが，と

りあえずは，7アイロンハウスは全部発芽室とし，緑

化はパイプ′、ウスに保温装置をつけて行ない，硬化は

農家段階で行なうことも一法であろう。

共同田植の労働組織に的する一考察

長谷山　俊　郎

（東　北　農　試）

1．問　題　提　起

最近，水稲の集団栽培やトラクターの共同利用の中

で，田植を共同で行なうものが増加している。この共

同田植は，いわゆる「ユイ」によるものと比較して，

組級別校・良家構成および運営を臭にしている。そこ

で，現在の共同田植がいかにして窮成されたかを，ユ

イ組級との関連で岩手県北上川流域の調査事例を通し

て考察する。

2．ユイ田植の労働組織

現在の共同田植の前提となっているユイの本質と形

態は歴史的に固定したものではなく，農業生産力の発

展段階に応じて変化してきている。すなわち，ユイの

原基形態は「労働統制下における共同労作により，収

種物の分配まで含む共同態を意味していた」l）が，近

世に入り地主・本百姓的経営が小作・小百姓階層の労

働力を独得するためのものに変わった。そして，その

ようなユイを維持・存続させたものは，第1に封建的

な地主・小作幽係と，第2に本家・分家的同族結合園

係の2つであった2）。このユイ田植の変遷を明治以

降について，岩手県北上川流域を中心に概観すると，

およそ次の5段階に整理される。

第1期，明治～大正前期のユイ田粒は半封建的地主

●小作と本・分家関係の上に結合され，いわゆる地主

●本家を中心とする共同体的組級であった。その場合，

地主●本家は田植労働力を名子中rFから調達し，小作

●分家は地主・本家と他の小作・分家から供給された。

両者は等温の労働交換でなく，後者が前者に「助」と

いう形で多く労力を供給していた。

第2期の大正中期から労働交換が量的に多くなり，

これが昭和初期に入り田植労働力の調達の主体をなす

ようになった。しかし，これも自由な等盤の労働交換

ではなく，地主・本家を中心としたものであった。第

5期の農地改革以後は，一方の地主・小作関係による

結合の要素は解体したが，他方の同族結合による要素

は残存した。しかし，その内容は田植を共同でした方

が能率的であるという技術的要因と，水田規模の大き

い本家が親戚関係を利用して臨時雇より安い労力を調

達するという経済的要因に変わった。そして，交換労

力は相互に同じ作業でほぼ等墟となった。

5．共同田植の編成と展開

このような過程を経てきた田植のユイ組級が．トラ

クター導入によって，共同m柏に再嗣成される経過を，

次の5集団について検討しよう（第1表）。
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第1蓑　　調査対象集団の概要

　＼ 所在地
開 始

年 次

加　　　　 入
共　 同　 利　 用 共　 同　 作　 業 特　　　　　 徴

兵　 家　 数 水 田面墳

広　　 宮　　 沢 岩手 県 昭 5 7 2 4 戸 b a

5 4 1

ト　ラ　 ク　 タ　 ー 耕　　　　　 起 耕 うん機無所

農 業 機　 械 共 矢 巾町 内第 2 毯 （5 7 P S ）代　　 か　　 き 有農家中心 に粗

鉄岡　 利　 用 組 合 兼業 8 戸 耕 う ん 機

（1 0 Ⅰ）S ）

田　　　　　　 植

銅　　　　　 崖 同　 上 昭 4 0 1 0 戸

2 2．°

ト　ラ　 ク　タ　 ー 堆肥散布 く一部 ）耕 うん政 が更新

生　 産　 組　 合 内第 2 唾

兼 業 1 戸

（4 4 Ⅰ〉S ）耕　 起

代 か き

均　 平

田　 植

期に きた専業 農

家中心に組級

西　　　　　　 前 同　 上 昭 5 8 1 2 戸

※

ト　ラ　 ク　タ　 ー 堆　 肥　 散　 布 零 細兼業農家

トラクター利用 内第 2 種 （5 9 王〉S ）耕　　　　　 起 中心に組織

協　 業　 組　 合 兼業 8 戸 耕 う ん 機　（8 Ⅰ）S ）代 か き

田　 植

稲　 刈

注．※印，西前の水田の減少が著しく発足当時18・Shaあったが，昭和44年には鼠5叫こなっている0

1．広宮沢出業機械共同利用組合

この組合は昭和5d年の秋に21戸で結成され，そ

の後58年に5戸参加して24戸になった。57年の

春から作業を囲始したが，その年の田植は2～5戸の

ユイ組級によって行なわれていた。ところが，トラク

ターの利用組級と田植の組級が異なるため，代かきと

田植計画が合致せず，ユイ組級の要求に応じてトラク

ターが駆けずりまわるという状態であった。そこで，

組合では9つのユイ組級を5田植集団に統合し，トラ

クターと田植の運営主体を統一した。その結果，代か

きと田植作業は計画的に並行して行なわれ，2dba全

部の代かきをトラクターで行なうことができた0

ところで，この組合がトラクターを導入したのは，

第1に当時耕うん概を個別で導入できるほど経済力を

持たない農家が多かったこと，第2に耕うん作業に共

同利用したほうが経済的であると考えたからである。

しかし，その後共同作業によって代かき・田植の期間

が長くなったので，代かきを自分の都合の良い時にし

ょうとする農家を生じた。それに米の反収増加と米価

の値上りによって，農業の収益を増大させ，また，塵

外収入もふえたので，40年以降個別で耕うん校を導

入する農家が多くなった。その台数は45年に，小型

トラクターとテーラーを含めて14台に逢した。この

結果，トラクターの代かき作業面軌ま42年以降少な

くなり，45年には対象面積の88・5喀しかできず，

15．5感は個別の耕うん機で代かきされた。また，田植

も個別作業を望むものが次第にふえ，酪農とリンゴ部

門を複合するⅩ農家は家族労力の関係から出役しがた

いので，田植を自家の都合の良い時に個別で行なうよ

うになった。

2．銅屋生産組合

銅屋生産組合は耕うん機が更新期にきていた位家が

中心となって，59年秋にトラクター1台（44馬力）

と作業段4点を10戸で導入　40年から耕起・代か

きおよび田植の共同作業を行なっている。これを契機

にロ植ユイが分解し，トラクター利用と同じ単位の田

植集団を組級した（第1回）0
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注目ABCは長官の記号

0農地改革前自作地主

0　　0　自　作

○　　　〃　小自作

率馴1時～農地改革までに分家
房

○小作亡＞近削地縁）H紹集団

2日と3は戦争当時＃膿された。それまでは個人であった。

第1図鍋屋における共同田植の編成

しかし，この共同田植には，上層農家が安い労力を

獲得するためという側面を持っていた。すなわち，こ

農地改革後に分官

員・鮎関係（同族）にある田植のユイ
本官

第2表　　鍋島生産組合の月内と員外の田植貸金

の地方の田植賃金はユイのそれと比較して実質2～4

割高い。組．合貝農家10戸のうち7戸は水田面揖2ha

以上で，これらの般家が田植の臨時雇を入れた延べ人

数は，59年に250人であったが，共同田植を始め

た40年には79人，42年以降は‘0人に減少した。

この組合の田植賃金は，月内と員外では第2蓑のよう

に実質で‘DO～700円の差がある。この点内低賃金の

恩窓を受けたのは，所要労力に対する出役労力の割合

が少ない上層鎧であった。

けれども賃金に対する意識向上により，下層銀は賃

金差の不合理なことを指摘し，田植出役者によって負

担していた費用を，44年から田植面椴割の負担とし，

その差を270円に縮めた。このように，員外一般と

負内の賃金差が少なくなるにつれ，上層島の共同田植

の有利性が少なくなった。同時に，田植が6月4，5

日までかかることと，田植日が制約されることに不満

を持つものが下層掛こも生じた。この結果，水田2．8

旭を所有する第1回のM農家のように，その約半分を

臨時雇を入れて個別で田植するものが現われたのであ

る。

（1日当り＝10時間）

年　　　　　　　　　 次

4　0 4 1 4　2 4　5 4　4

矢巾町標準賃金
t o 2 0 円

1 1 5 D 15 5 0 1 4 5 0 t 5 5 0

銅星田

月内金銭払 t OO D t 1 5 0 1 5 5 0 1 4 5 8 1 5 5 8

月　内 実質 8 5 0 9 5 0 1 1 0 0 1 2 1 0 1 7 9 0

植賃金 員外金銭払 1．2 D D 1 5 5 0 1 5 5 0 t d 5 0 1．7 0 0

員　外実 質 1，4（〕0 t d D O t 8 0 0 t 9 5 0 乙0 °0

江・1）45年までの貝内実臼は賄（小昼）費用を各出役者が負担していたので実質貸金はその分差引いて
いる。

2）員外実質は賄を含む。

5．西前トラクター利用協兼組合

この組合は58年に零細兼業農家が中心に，12戸

によって組放された。とくに男子は農繁期でも農業に

従事するものが少なく，わずかに4人しか出役してい

なかった○　この組合もトラクター（59馬力）を能率

よく稼動させるために田植を共同にし，両者を同一糾

級で運営した。

それによって，専業2戸を含む4戸の上層農家がト

ラクターの運転と苗取・運掛こ男子労力を提供し，さ

らに下層農の田植労力の不足分を補う役割を果した。

したがって，共同田植の効果は下層兼業農家ほど大き

かったのである。他方，共同作業は上層段の就業日数

を増加させたが，農外兼業の賃金が年々共同田植の賃

金以上に上昇し，上層農家はその出役を負担に感じは

じめた○そして59年と45年に上層農家から2戸が

脱退した。

4．共同田植の労働組織
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以上5船団で見たように，田植を共同にしたのは能

率の良いトラクターの代かき作業に適合させて，田植

を進めるためであった。そして，その労働編成はこれ

までのユイ組織の分離・統合によってなされ，トラク

ター利用組級と同一組級にした。換言すれば，農家が

自らトラクターの資本揖能を高めるため，それを中核

とする労働組級に編成したのである。したがって，こ

の共同田植は本家・分家の前近代的結合関係の中に残

存していたユイに，終止符を打ったのである0

しかし，共同田植は田植期制の延長と田植日の選択

を制約し，個別農家の展開を規制する○その場合，共

同の規制はあっても，個別農家にとり有利な条件があ

れば共同田植は推進されるが，逆にそれがなくなれば

粗放の展開を制約するようになる。また，田植賃金に

対する意識の向上は，安い労力の調達を共同田植に求

めていた農家にとり，共同田植の有利性を少なくする○

これらのことから，現在の共同田植は個別経営が展開

するための一つの段階的な労働組級とみることができ

る。

注．1）小泉幸一：農村労働組級の一様式としての

ユイの慣行，帝国農会報25の10，Pdl，

昭和10年10月

2）渡辺兵力：農業生産力と共同組織，農業経

済研究28の5，P5，昭和51年11月

農薬の散布法に関する研究

第5報　散粉ホースの散布均等性向上について

菅原信義・駕足文男・岩淵竜夫・遠山勝雄

（宮　城　県　農　試）

1．ま　え　が　さ

第1報において，20m用散粉ホースの吐粉性能に

って4捷柾を供試し，また，約2報では，50仇，40

仇，50m用について2機種を供試して，性質の異な

る2唾穀の粉体の吐粉性能を，それぞれ契験室内にお

いて検討して来たが，本報では第2紐の2機種につい

て，水稲立毛中の圃場において薬剤采㌢下畳（水平分布）

第1衷　　供試綴城と主要諸元

と枕内付着量（垂直分布）に閑し，その散粉ホースの

散粉均等性の向上を検討した。

2．試．験　方　法

t　試験期日　昭和45年7月24日～27日

2．場　　所　仙台市長扇城

5．供試機械と主要諸元

第1表のとおりである。

‾てここ　 磯橙

項 目 共 立 畦 畔 ダ ス タ　ー 有光 タラソドダスター

型　　　　　 式 W 】∋♪－2 P 8－5 5

政　 体　 寸　 法 1 7 d O X 5 7 0 ×9 8 0 7珊 1 5 0 0 ×d O O X 9 5 0 m

粉剤タンク容量 5 〔上之 5 0ヱ

フア ン回 転 数 占．O D O r p m ム0 0 0 r p m

風　　　　　 速 1 1 0 m ／s e c 8 0 m ／s e c

風　　　　　　 量 2　57才／血 5 6 〝㌔′血

粉　剤　 吐　出　塵 7 Kク′壷 5．5 Kク′壷

ェソ　ジ ン出 力 4　5　P S 4 5　王）S

走　 行　 方　 式 l　　 手　　 押　　 式 自　　 走　　 式


